




まず、今回の熊本地方の地震について、この場をお借りしまして、
犠牲になられた皆様に心からお悔やみ申し上げます。

また、現地にて被災し、困難な避難生活を強いられている皆様に対しましては、
リコーグループとしてできる限りの支援をしてまいります。

リコージャパンとも連携しながらお客様の業務継続の支援なども実施いたします。

リコーグループへの影響につきましては、幸い、九州地区のリコーグループの社員
およびその家族の無事を確認しております。

しかし、熊本県内の一部拠点での建物への被害に加え、交通網遮断による物流への影響
が生じています。

引き続き現場への支援は続けてまいります。



2016年3月期 通期決算についてご説明させていただきます。

本日は、 2016年 3月期を振り返ったリコーグループの現状と、
それを踏まえた、2017年3月期の取り組みについてご説明します。



� 2016年3月期通期決算について
売上高は2兆2,090億円、営業利益は1,022億円と増収・減益となりました。
主な要因は、事業環境の悪化に伴うものです。

�一方で、2015年度に実施してきた施策の成果も現れてきています。
今後の回復に向けてよい兆候も見えてきました。

� その中で、2016年3月期は結果として、
前年度に引き続き見通しが達成できなかった責任を痛感しています。



2016年3月期通期の営業利益1,022億円について、前年比増減をご説明します。

�事業環境や為替が大きく変動する中で、
2016年3月期の営業利益は1,022億円と前年比-134億円の減益となりました。

�製品原価低減や、構造改革による経費削減は、
ほぼ予定どおりの効果を創出することができました。

�一方、販売活動では、中国、ブラジルなどの新興国の経済環境の悪化により、
想定どおりに販売を伸ばすことができませんでした。
加えて、新興国経済の鈍化は先進国にも影響を与え、
特に米国の回復がまだ道半ばとなっています。

�為替影響では、ドルだけではなく、ブラジルのレアルやオセアニア通貨などで
通貨安となり、為替差損が発生しました。



続いて、2016年3月期の各事業の状況を振り返ります。

＜画像＆ソリューション＞

�基盤事業である「画像＆ソリューション」においては、オフィスイメージングの減収が
継続していることが大きな課題と認識しています。

�特に米州・新興国において、想定したようには伸ばすことができませんでした。

�一方で、ＰＰ（プロダクションプリンティング）は好調に拡大し、
着実に利益貢献してきています。

� ＮＳＳ（ネットワークシステムソリューション）も、戦略どおり拡大しています。
今後は、利益貢献の拡大が課題になると考えています。

＜産業＞

�新たな事業を中心に拡大し、増収・増益となりました。

＜その他＞

� カメラ事業は厳しい事業環境により、減収となったものの、
リース・ファイナンス事業の堅調な拡大などにより、増益となっています。

また、新たな事業の創出にも取り組みました。

それぞれの取り組みについてご紹介します。



� 2016年3月期は、基盤事業の収益基盤の改善を目指し、
画像機器ＭＩＦ（市場稼動台数）拡大の施策を全世界で進めました。

結果として、カラーＭＦＰ（マルチファンクションプリンター）とＰＰ中心に
ＭＩＦが拡大し、また、カラー比率も増加しました。

地域差はあるものの収益性の高いＭＩＦが形成されており、
ノンハードでの回復傾向が出始めました。

�ハードに関しては、
特に米州地域での競争環境の激化などにより台数は増加しましたが減収となりました。

ハード収益の下落に対する施策につきましては後ほどご説明します。



� 2015年3月期後半から順次投入した新製品が全世界で堅調に推移しています。

�加えて、従来中心であった企業内印刷から、
商用印刷のお客様に事業領域の拡大が進みました。

商用印刷での事業拡大加速に向けては、
買収やアライアンスを通じ、販促企画から広告媒体、販促物の制作、
生産までの一連のプロセスをワンストップで支援できる体制が整いました。

この体制による新たな案件も獲得できています。

� このような取り組みにより、ＰＰは、ＭＩＦの拡大とともに、
ノンハード収入も着実に拡大し、利益にも貢献しています。



� ＩＴサービスは引き続き、Ｍ＆Ａを含む体制拡大を進め、
特に海外で事業規模を拡大することができました。

� ＶＣ（ビジュアルコミュニケーション）の領域でも、
ＰＪＳ（プロジェクション システム）、ＩＷＢ（インタラクティブ ホワイトボード）、
ＵＣＳ（ユニファイド コミュニケーション システム）などの製品を
ワンストップで提供することで、顧客価値増大につなげています。

�加えて、ＩＴサービス事業の収益力向上のために、
各地域で展開されている収益性の高いサービスの成功例を
グローバルで水平展開し始めており、さらに継続していきます。

�今後は、さらなる効率化・収益力向上が期待できます。



産業分野では、新たな事業を中心に着実に成長を実現しました。

<インクジェット>

�産業印刷の領域で、リコーの持つ技術力・販売力の強みを活かした
成長の方向性が鮮明になり、事業拡大加速のステージに入りました。

� すでに、リコーのインクジェットヘッドは産業印刷・3次元造形の分野で
世界シェアトップとなっています。
加えて、装飾・加飾などさまざまな用途に対応できる独自のＵＶインクを有しています。

�壁材など建材向けの加飾やテキスタイル（服・靴）への装飾などのビジネスを
始めています。

<インダストリ>

� もう一つの成長事業であるインダストリにおいては、
製造業のお客様の生産性向上や自動化ニーズにお応えする新製品を投入しました。

�新製品には、リコーが基盤事業で培った技術を活用しています。

ピッキングシステムでは、ステレオカメラ、画像認識技術
レーザーパターニング装置では、レーザー制御技術、
フィルムシート自動搬送検査システムでは、ＭＦＰの用紙搬送技術を活用しています。



�新たな事業の創出に向けた様々な取り組みを行いました。

� お客様のモノ創りのイノベーションをより一層強く支援するための
アディティブ マニュファクチャリング事業の展開、
新たな環境事業の創出を行う「環境事業開発センター」のオープン、
横河電機からの脳磁計事業継承によるヘルスケア事業への参入など
着実に新規事業育成が進んでおり、将来の成長が非常に楽しみになっています。





� 2017年3月期（2016年度）は、18次中計の最終年度にあたりますが、
当初の想定からは大きく事業の環境は変化しています。

<外部環境>
欧州や新興国などのマクロ環境の不透明感は依然続いています。

<お客様>
お客様の関心事が「所有から利用」にシフトする中で、
コスト低減や効率化への要望がますます強くなっています。

<競合各社>
競合各社も事業再編などを含め活発に動いています。

� このような事業環境と前年度の課題認識に基づいて、

2017年3月期の重点施策として、

「基盤事業の収益改善」
「新たな事業収益貢献拡大」
「全社構造改革の継続展開」 を進めます。



�基盤事業は、ＭＦＰ/ＬＰ（レーザープリンター）ではハード・ノンハードともに
今後先進国を中心に市場が成熟化していく中でも、
利益を維持できるような施策を進めます。

�今期は、ＭＦＰで新製品群の投入を予定しています。
第一弾として、4/27に発表したカラーＭＦＰの新製品では、快適な操作性を実現する大型
フルカラータッチパネルを全モデルに搭載しています。
タッチパネルから、クラウド上の多彩なアプリを簡単にダウンロードでき、
お客様の業務効率向上に貢献します。
このようなさまざまな拡張機能で付加価値を高めます。

�加えて、お客様ごとの困りごとやビジネスプロセスをより深く理解し、
それに対する課題解決を実現するために業種別販売/マーケティング体制を
さらに強化します。

�画像機器だけでなく、ビジュアルコミュニケーションやＩＴサービスなども組み合わせた幅広
いソリューションをさまざまな業種、地域のお客様に提供していきます。

� また、基盤事業の保守サービス人員を有効活用し、保守サービスの提供領域を
拡大することで、新たな収益源を生み出していきます。
すでに、医療機器（ＡＥＤ）や太陽光発電所の設備機器の保守など、
国内外で取り組みを始めています。



�新たな事業の拡大では、プリンティングの強みを活かして事業領域を広げていくことが
リコーの成長に確実に寄与できると考えます。

そこで、まず産業印刷の領域にフォーカスし、成長と拡大に向けた施策を展開します。

�産業印刷は、装飾・加飾、ラベル・パッケージ、テキスタイルなど
今後大きく市場が広がっていくことが見込まれます。
その中で、リコーが有するインクジェットヘッド・ＵＶインクの技術には、
紙以外のあらゆる媒体に綺麗に印刷できる、という非常に高い優位性があります。

� このような強みを活かしながら、インクジェットヘッドだけでなく、
プリントシステムの提供へと拡げ、成長市場により広く、深く価値を提供していきます。

�様々な会社との協業拡大や、必要なリソース獲得などの戦略投資も実施しながら、2020年
に1,000億円程度の事業規模を目指します。



�全社構造改革の内容については、
すでに進めている取り組みを継続・加速します。

� また、中長期の構造改革にも着手していきますが、
実施内容や、その費用・効果などは、
来年度からスタートする中期計画の中でより明確にしていきます。



� これまでご説明した施策展開などに基づく2017年3月期業績見通しです。

�為替レート変動の影響が大きく、減収・減益を見込んでいます。

� 2017年3月期は、18次中計の最終年度となりますが、
当初設定していた目標には大きく届かない見通しとなりました。
こうした状況を深刻に受け止めています。

�今年度はリコーの未来への分水嶺になると考えます。
基盤事業の収益改善を進めながら、来年度以降の大きな飛躍につなげます。



� 2017年3月期の営業利益見通し増減では、
前年度の特殊要因と為替の影響を除くと、実質的にはほぼ同じ水準となります。



�株主をはじめとするステークホルダーの皆様の視点を
これまで以上に取り入れるようなコーポレートガバナンス改革を行っています。

今年度から、取締役会、任意委員会の構成も見直し、
さらなる透明性、実効性のあるガバナンスを行っていきます。



�中長期にわたる持続的な成長を目指し、成長投資を行いながら、
その成長を支援していただく株主の皆様にも、
中期的な観点で着実に利益分配を行っていきたいと考えます。
その観点で、今回株主還元の考え方も見直しました。

� また、株主の皆様のご支援により、
2016年2月に創立80周年を迎えることができました。
今年度の配当見通しは記念配当を加えて実施したいと考えています。

� ＲＯＥについては、先に述べた施策の成果を確実に出すことを通じ、
中期的に改善を進めていきます。

� 2017年3月期の配当金見通しは、
創立80周年記念配当10円を含め45円とさせていただきます。



<主な質問内容>

Q：営業利益未達の理由は？

A：計画に対して、米州、アジアの販売が伸ばしきれなかったこと、
また計画に対する製品ミックスの差異が主要因。

Q：.2015年度は価格攻勢を行なってきたが、今後どうなるのか？

A：.2015年度はＭＩＦを確保するために拡販策も打ったタイミングもあったが、
当初の目標を達成し拡販策は終了した。

Q： 2016年度の計画のスタンスは？

A：従来のややストレッチした計画ではなく、まずは足元を固める年として計画をしている。

Q：2016年度重点施策として構造改革の継続展開を挙げているが、
あまり経費削減になっていないように思うが？

A：費用と効果両方の合算であること、まだ織り込んでいない要素もある。

Q：2016年度のノンハードウエアの売上はプラス成長に回復しそうか？

Ａ：計画上は、前年比フラットとして考えている。

Q：2015年度は価格政策によってＭＩＦ拡大を図ったが、2016年度はどのように価格維持と
ＭＩＦ拡大をバランスして行なっていくのか？

A：様々なサービス、ビジュアルコミュニケーション製品との組み合わせ提案などにより、
ハード単体の提案に対して差別化しながら、付加価値をつけた販売を行なっていく。


